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  (百万円未満切捨て)

１．2021年３月期第１四半期の連結業績（2020年４月１日～2020年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2021年３月期第１四半期 3,609 △36.1 △320 － △306 － △360 － 

2020年３月期第１四半期 5,647 12.2 70 18.3 70 10.1 44 △5.4 
 
（注）包括利益 2021年３月期第１四半期 △415 百万円 （－％）   2020年３月期第１四半期 138 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

2021年３月期第１四半期 △102.92 － 

2020年３月期第１四半期 12.58 － 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

2021年３月期第１四半期 21,023 10,650 50.7 

2020年３月期 22,882 11,153 48.7 
 
（参考）自己資本 2021年３月期第１四半期 10,650 百万円   2020年３月期 11,153 百万円 
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2020年３月期 － 25.00 － 25.00 50.00 

2021年３月期 －        

2021年３月期(予想)   － － － － 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

2021年３月期の配当予想は未定としております。 

 

３．2021年３月期の連結業績予想（2020年４月１日～2021年３月31日） 
 
2021年３月期の業績予想につきましては、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、現時点での合理的な算定が困難

であることから未定としております。業績予想の算定が可能となった段階で、速やかに開示する予定であります。 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有 

(注)詳細は、四半期決算短信（添付資料）7ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務
諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2021年３月期１Ｑ 3,502,859 株 2020年３月期 3,502,859 株 

②  期末自己株式数 2021年３月期１Ｑ 2,641 株 2020年３月期 2,641 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2021年３月期１Ｑ 3,500,218 株 2020年３月期１Ｑ 3,500,613 株 

 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 なお、業績予想に関する事項は、四半期決算短信（添付資料）2ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報 

(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間における経済情勢は、新型コロナウィルスの世界的な感染拡大により景気は急速に悪

化しました。日本においても全国的に緊急事態宣言が発令され、外出自粛や渡航規制が行われるなど、経済活動は

停滞・混乱を余儀なくされました。国内外経済の先行きにつきましては、中国など一部で持ち直しの動きがみられ

るものの、各国経済は深刻な打撃を受けており、先行きは極めて不透明な状況となっております。 

 当社グループが属する自動車業界におきましては、感染拡大の影響により世界各地で自動車生産が休止・減少と

なり、生産・販売ともに前年同期に比べて大幅に減少しております。 

 このような状況のもと当社グループは、社員・関係者の感染拡大防止に向けた各種の取組みを行うとともに、受

注変動に合わせた生産調整、サプライチェーンの維持、設備投資や経費の抑制等に取り組んでおります。 

 当第１四半期連結累計期間（当社は2020年４月１日～2020年６月30日、海外子会社は2020年１月１日～2020年３

月31日）の業績につきましては、得意先の生産停止や減産等の影響に伴う受注減少により、売上高は3,609百万円

（前年同四半期比36.1％減）となりました。利益面は、営業損失320百万円（前年同四半期は営業利益70百万

円）、経常損失306百万円（前年同四半期は経常利益70百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失360百万円

（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益44百万円）となりました。

 

 セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

① 自動車部品

 売上高は3,338百万円（前年同四半期比35.9％減）、セグメント損失は296百万円（前年同四半期はセグメント

利益56百万円）となりました。

② 住宅

 売上高は267百万円（前年同四半期比38.6％減）、セグメント損失は23百万円（前年同四半期はセグメント利

益13百万円）となりました。

③ その他

 売上高は3百万円（前年同四半期比12.2％増）、セグメント利益は0百万円（前年同四半期比88.7％減）となり

ました。

 

（２）財政状態に関する説明

（資産）

 当第１四半期連結会計期間末における資産合計は21,023百万円（前連結会計年度末比1,858百万円減）となりま

した。

 このうち流動資産は、9,373百万円（前連結会計年度末比1,730百万円減）となりました。これは主に受取手形及

び売掛金が1,349百万円、現金及び預金が266百万円、電子記録債権が213百万円それぞれ減少したこと等によるも

のです。

 固定資産は、11,650百万円（前連結会計年度末比127百万円減）となりました。これは主に建設仮勘定が120百万

円増加した一方、機械装置及び運搬具が94百万円、工具、器具及び備品が77百万円、建物及び構築物が62百万円そ

れぞれ減少したこと等によるものです。

（負債） 

 当第１四半期連結会計期間末における負債合計は10,373百万円（前連結会計年度末比1,355百万円減）となりま

した。

 このうち流動負債は5,644百万円（前連結会計年度末比1,265百万円減）となりました。これは主に支払手形及び

買掛金が1,108百万円、未払法人税等が89百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

 固定負債は、4,729百万円（前連結会計年度末比90百万円減）となりました。これは主に長期借入金が55百万円

減少したこと等によるものです。

（純資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は10,650百万円（前連結会計年度末比503百万円減）となりま

した。これは主に利益剰余金が447百万円、為替換算調整勘定が136百万円それぞれ減少したこと等によるもので

す。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 現時点における通期の業績予想につきましては、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、不確定要素が多く

合理的な算定が困難であることから未定としております。今後、業績予想の算定が可能となった時点で速やかに公

表いたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2020年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,368,047 3,101,338 

受取手形及び売掛金 4,325,658 2,976,291 

電子記録債権 726,525 513,060 

有価証券 200,000 200,000 

商品及び製品 1,332,208 1,334,485 

原材料及び貯蔵品 890,759 1,006,191 

その他 260,896 241,962 

流動資産合計 11,104,096 9,373,329 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,785,894 2,723,336 

機械装置及び運搬具（純額） 2,067,050 1,972,833 

工具、器具及び備品（純額） 1,000,545 922,622 

土地 2,341,784 2,319,717 

リース資産（純額） 361,226 350,601 

建設仮勘定 554,400 674,947 

有形固定資産合計 9,110,902 8,964,058 

無形固定資産 370,714 356,771 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,013,751 1,094,222 

繰延税金資産 724,580 673,980 

保険積立金 139,070 143,503 

その他 437,548 436,511 

貸倒引当金 △18,340 △18,661 

投資その他の資産合計 2,296,610 2,329,557 

固定資産合計 11,778,227 11,650,387 

資産合計 22,882,324 21,023,717 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2020年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,401,690 3,293,427 

短期借入金 1,029,400 1,000,400 

1年内返済予定の長期借入金 480,985 524,630 

リース債務 105,114 100,881 

未払法人税等 99,727 10,240 

賞与引当金 153,504 97,357 

役員賞与引当金 891 － 

その他 637,930 617,295 

流動負債合計 6,909,244 5,644,232 

固定負債    

長期借入金 2,502,224 2,447,148 

リース債務 239,305 221,193 

退職給付に係る負債 1,795,425 1,791,398 

長期未払金 237,001 224,621 

その他 45,476 44,752 

固定負債合計 4,819,433 4,729,113 

負債合計 11,728,677 10,373,346 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,167,399 2,167,399 

資本剰余金 2,377,042 2,377,042 

利益剰余金 6,352,259 5,904,522 

自己株式 △3,100 △3,100 

株主資本合計 10,893,600 10,445,863 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △65,487 11,500 

為替換算調整勘定 373,392 236,450 

退職給付に係る調整累計額 △47,858 △43,443 

その他の包括利益累計額合計 260,046 204,508 

純資産合計 11,153,646 10,650,371 

負債純資産合計 22,882,324 21,023,717 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：千円) 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年６月30日) 

売上高 5,647,691 3,609,357 

売上原価 4,797,526 3,278,975 

売上総利益 850,164 330,382 

販売費及び一般管理費 779,953 650,405 

営業利益又は営業損失（△） 70,211 △320,023 

営業外収益    

受取利息 809 835 

受取配当金 21,675 17,501 

受取賃貸料 840 840 

受取補償金 － 20,972 

為替差益 － 1,571 

その他 3,509 2,765 

営業外収益合計 26,835 44,486 

営業外費用    

支払利息 21,772 14,235 

支払手数料 1,120 14,746 

為替差損 2,704 － 

その他 1,237 1,564 

営業外費用合計 26,835 30,545 

経常利益又は経常損失（△） 70,211 △306,082 

特別損失    

固定資産除却損 1,457 119 

特別損失合計 1,457 119 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
68,753 △306,201 

法人税等 24,720 54,030 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 44,032 △360,231 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
44,032 △360,231 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：千円) 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 44,032 △360,231 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △4,844 76,988 

為替換算調整勘定 93,942 △136,941 

退職給付に係る調整額 4,973 4,414 

その他の包括利益合計 94,071 △55,538 

四半期包括利益 138,104 △415,770 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 138,104 △415,770 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 また、見積実効税率を使用できない場合は、税引前四半期純損益に一時差異に該当しない重要な差異を加減した

上で、法定実効税率を乗じて計算しております。

 なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

 

（追加情報）

新型コロナウィルス感染症の影響について、今後の広がり方や収束時期等に関して先行きを予測することは困難で

あります。当該会計上の見積りの仮定については前連結会計年度から重要な変更はありませんが、当社グループで

は、現時点で入手可能な外部情報等に基づき、当該感染症の影響が2021年３月期の一定期間にわたり影響が続く可能

性があるものと仮定して、会計上の見積りを行っております。
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